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１． はじめに 

沖縄県では、令和２、３年度の「稼ぐ力」に関する万国津梁会議

において、ＩＴ化やＤＸ等、成長のための投資の促進を稼ぐ力の強

化に資する取組の一つに位置づけた。 

更に、今年度策定した「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」に

基づき、県内産業の自立的発展や持続可能な経済成長の実現に向け

て、ＤＸの推進やイノベーションの促進等による生産性の向上な

ど、「稼ぐ力」の強化に取り組むこととしている。 

これらを受けて、産業ＤＸの加速に必要な取組を県に提言するこ

とを目的として、『令和４年度「稼ぐ力の強化に向けた産業ＤＸの加

速」に関する万国津梁会議』（以下、「本会議」という）が設置され

た。 

本会議の主題である産業ＤＸは、単なるＩＴ活用にとどまらず、

企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データやデジタル技術

を活用して、顧客や社会のニーズをもとに、製品やサービス、ビジ

ネスモデルを変革するとともに、業務そのものや組織、プロセス、

企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立することである。 

県では、企業ＤＸの普及啓発、ＤＸの支援体制の充実、多様なＤ

Ｘ推進人材の育成、及びデータ活用基盤の構築といった各種施策を

実施しているが、産業ＤＸの推進により、県内企業における生産性

や競争力の向上、給与アップにつながることが期待され、民間の取

組を含めて、産業ＤＸを更に加速させるための各種施策が求められ

ている。 

以上を踏まえ、本会議において議論・検討した産業ＤＸの加速に

向けた課題整理及び課題解決の方向性や対策等の内容、産業ＤＸの

加速に必要な具体的な取組等について、以下のとおり本提言書で示

すものである。  
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２． 産業ＤＸの加速に向けた課題 

沖縄県が実施した「経営改革に関する経営者向け意識調査」（令和

４年７月）によると、現状、沖縄でＤＸに取り組んでいる企業は４

社あたり１社に留まり、ＤＸに向けた組織体制、事業計画などが進

められているケースは 1割に満たない1。日本全体では、ＤＸに取り

組んでいるケースが約 45％2であるのに対して、沖縄の産業ＤＸは緒

についたばかりである。 

同調査では、ＤＸを「知っている」と回答した企業は約５割であ

るのに対し、ＩＴやＤＸに関心がない理由として「ＤＸの意味が分

からない、人がいない、進め方が分からない、投資効果が分からな

い」という回答が上位を占めていることから、ＤＸの理解が進んで

いないことが分かる(図 1)。 

 

 

 

また、回答企業が「ＤＸに関心が無い」「全く関心が無い」理由と

しては、「推進方法」「必要性や投資効果」が分からない、「推進人

                         
1 沖縄県「経営改革に関する経営者向け意識調査」（令和 4年 7月） 
2 独立行政法人情報処理推進機構『ＤＸ白書 2021』（令和 3年 12 月） 
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材」がいない等があげられている（図 2）。 

 

 

一方で、ＤＸを実施している企業の回答からは、ＤＸ実施の効果

が「非常にある」と「ある」を選択した合計が７割を超えており、

ＤＸに着手することでその良さが分かる、という傾向が認められ

る。（図３） 
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以上の調査結果を踏まえ、本会議では、産業ＤＸの加速のため

に、沖縄が抱えている課題を大きく３つに整理するとともに、その

加速に必要な取組を検討した。 

 

(1) 課題１：産業界におけるＤＸの理解不足 

県内の多くの経営者は、ＤＸを理解していないため、その意味

や良さが分からず、ＤＸの推進に二の足を踏んでいる。一方、Ｄ

Ｘを実践することで良さを実感するという傾向から、自社のＤＸ

に前向きになるような経営者のマインドの変革・醸成が必要であ

る。 

(2) 課題２：ＤＸ推進ノウハウの不足 

ＤＸに向けた取組を始めている企業においても、事業計画の策

定に至っているケースは少ない。県内企業の多くは、何をすれば

よいのか、何から始めていいのか分からず、最初の一歩を踏み出

せないでいる。 

(3) 課題３：ＤＸ推進人材の不足 

県内企業の多くは、ＤＸを推進するための人材の確保に苦労し

ており、情報通信産業を含め、ＤＸを推進する人材が質、量とも

に不足している。 

(4) その他、検討すべき取組 

上記課題の他、企業のデータ利活用、行政ＤＸの推進、官民連

携等、産業ＤＸの更なる加速に向けた取組の検討が必要である。 

 

本提言書は、これらの課題等の克服に向けて早急に取り組まなけ

れば、数年後には沖縄県内の産業が時代の流れから取り残されてし

まうことを強く危惧し提言するものである。 
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３． 課題解決に向けた検討 

本会議においては、前述の課題と検討すべき取組を踏まえ、次の

４つの論点に沿って産業ＤＸの加速に向けた検討を行った。 

 

(1) 産業界におけるＤＸの理解不足 

① 経営者の意識改革 

ＤＸを推進するには、企業トップが強いリーダーシップを発揮

する必要があり、ＤＸを実施しないと生き残れないという危機感

の不足した経営者マインドをＤＸの推進に向かわせるための施策

等について、検討が必要である。 

セミナー等を通じた啓発活動のポイントは、経営者に何をどう

伝えるかであり、ＤＸの本質を説明するとともに、ＤＸの進め方

をイメージさせる具体的な手順が分かる、産業や業種ごとの事例

を示すことである。しかし、このような啓発活動に興味を示さな

い経営者を振り向かせることは難しいため、ＤＸに着手しないこ

とがデメリットとなる仕組みも重要であり、ＤＸの良さを強調し

て「稼げる感」を醸成するだけでなく、「危機感を高める」啓発も

有効である。啓発活動の強化としては、県が提供している育成メ

ニューを含め、既に世の中には多くのＤＸセミナーがある中で、

それらに関心を持ってもらうことが重要であり、人材育成を含め

た施策等に取り組むことに重点を置くべきであろう。 

② 組織的な取組 

最も重要なのは、経営者のマインドの変革ではあるが、ＤＸは

全社員で取り組むものであるため、従業員の理解も同様に重要で

ある。ＤＸは、経営者のリーダーシップの下で経営変革を推進し

つつ、自社の中からの変革として従業員が実行してゆくことが必

要であることから、従業員のＤＸ理解増進は欠かせない。例え

ば、変化を望まず、ＤＸ推進に理解を示さない社員がいたとして

も、ＩＴに明るい社員をエバンジェリストとしてチームを作るこ
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とで、ＤＸに向けた社内の体制構築につなげたなど、全社員を巻

き込む工夫に関する優良事例もある。 

また、大規模な企業は自力でＤＸを推進する力を持っているた

め、主に中小企業を支援する必要がある。但し、資本主義下で

は、全員を一律に救うという発想自体が矛盾を内包しており、や

る気のない企業や必要性を理解しない経営者にＤＸを強制するこ

とはできない。啓発活動は、あくまで県内の全産業の民間企業を

対象として機会を平等に提供しながら、やる気があって、手を挙

げてくる企業に対してはしっかりとサポートすることが望まれ

る。ＤＸは強制されるものではなく、インセンティブ型、誘引型

の取組によって加速することが必要である。 

 

(2) ＤＸ推進ノウハウの不足 

ＤＸのやり方が分からない県内企業のためには、どのような工夫

が有効かを検討した。 

① 事例の発信 

ＤＸの進め方を分かりやすく示すためには、ＤＸの取組事例を

動画等で作成することが有効である。県内の主要な業界や企業規

模に応じた実際の取組事例の発信は、多くの経営者のマインドを

前向きにすることができる。併せて、仕事の棚卸しをすることで

社員一人ひとりの仕事内容や課題を把握し、その課題解決に取組

事例を活かすことができる。 

② 伴走者によるサポート 

ＤＸのやり方が分からない企業が取組を進めるには伴走者が重

要であり、各企業は伴走者の支援を受けながら個別の設計図を作

る必要がある。伴走者となるＩＴ企業やＤＸコンサルには、企業

の経営課題の洗い出しを手助けしてもらうとともに、経営者のマ

インドをＤＸに積極的な意識へ導く役割が求められる。 
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③ ＤＸの最初の一歩 

本課題のもうひとつのポイントである、最初の一歩を踏み出す

ための支援策については、企業が導入すべきソフトウェア・サー

ビスに焦点があてられた。会計ソフト、給与計算ソフトやネット

バンキングが十分に利用されていない県内の中小企業の実態を鑑

みて、業務系の基本的なソフトウェアやクラウドサービス等の導

入支援が提案された。 

これは、最初の一歩はスモールスタートでという考え方で、中

小企業が導入しやすいソリューションを支援するものである。中

小企業がＤＸに取り組む際の最初の目標は、ＤＸを広義に捉え

た、いわゆるデジタイゼーションやデジタライゼーションと呼ば

れる、アナログでできたことをデジタル化・効率化することで良

い。つまり、最初から企業活動にイノベーションをもたらすよう

なＤＸに向けた本格的な取組を目指すのではなく、既存の商品・

サービスの導入で作業や業務を効率化し、コミュニケーションツ

ールの活用やデータの集約・蓄積により協調作業が行える環境整

備から着手することである。これらに必要なサービスの導入は、

ＩＴを使った業務の効率化に留まらず、全社員を巻き込んだ形で

社内外のコミュニケーションに変革をもたらし、商品やサービ

ス、ビジネスモデルそのものを変革する本格的なＤＸ推進の下地

作りとなる。そうした考えから、業務系ソフトやビジネスチャッ

ト・Web 会議などの SaaS 型クラウドサービスなどの導入は、中小

企業が中心の県内産業のＤＸの加速に向けた着火点になるものと

期待できる。 

 

(3) ＤＸ推進人材の不足 

県内企業におけるＤＸ人材確保のため、ＤＸ人材の育成と、即戦

力人材の確保、どのような人材を育成すべきかについて検討した。 

① 企業内人材の育成 
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ＤＸの推進にあたっては、必要なシステムの導入・運用をＩＴ

企業に全て委ねる、いわゆる丸投げは好ましくないが、ＤＸの推

進に必要な業務は多岐にわたり、特に中小企業では全てを内製化

することは難しい。従って、最も重要な企画・戦略部分を担う人

材を内製化しつつ、必要に応じて、パートナーとしてのＩＴ企業

が、各社の課題を解決するサポートを行うべきである。 

そのため、人材については、業界・業務・商習慣等に精通し、

課題の発見や、どこにＩＴを使うべきかを判断でき、自らプロジ

ェクトを推進できる人材を自社内で発見するとともに、その育成

を強化すべきである。そのような人材は、中小企業では代表者で

あることが多いため、企業の代表者や経営陣の育成がポイントと

なる。 

また、研修の実施にあたっては、社員の参加に対する経営者の

理解が重要であるとともに、企業が他社との交流を通じて、自社

の立ち位置を再確認し、意欲向上を図れるオープンイノベーショ

ンやハッカソンなどを取り入れることも効果的である。 

② 伴走者の育成 

経営者や企画・戦略担当者をサポートする伴走者は重要な役割

を担うこととなるが、この伴走者となり得るＩＴ企業は人手不足

の状況にあり、派遣依頼の全てに応えることはできないため、伴

走者の育成も重要な課題と言える。 

また、観光、農業、商工、土木などの産業別のアプローチも効

果が期待できる。沖縄ＩＴイノベーション戦略センター（ISCO）

はもちろんのこと、県内の各業界団体において、産業ＤＸを推進

する機運が高まり、業界ごとにＤＸ推進をサポートする体制が構

築できれば、各業界に特化した事例などの情報交換を促進するこ

とにより、産業ＤＸの加速につながるものと期待できる。このよ

うに、ＤＸを推進するサポート体制を強化するとともに、中心的

な役割を担うＤＸサポート人材の育成も検討すべきである。 
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③ 認証制度の検討 

何よりもまず必要なのはＤＸにやる気のある人を自社内に見つ

けることであるが、やる気のある人を顕在化・戦力化するには、

そのような人材が自ら手を上げられるような仕組みが必要であ

る。そこで、自社のＤＸを推進する人材を「沖縄ＤＸリーダー

（仮称）」として認証し、インセンティブが享受できる制度の創設

が考えられるのではないか。 

④ 外部の即戦力の活用 

企業のＤＸ推進は、必ずしもフルタイムで担当しなくとも対応

できるため、外部の人材を必要に応じてピンポイントで活用する

ことも有効である。 

さらに、県内中小企業では、給与計算ソフトや会計ソフトを導

入し、ネットバンキングと繋ぐことで大いに効率が上がることか

ら、これらのＩＴ導入のサポート役として、金融機関や税理士、

社労士などの活用も検討すべきである。 

また、即戦力人材のターゲットとしては、ＩＴ業界のリタイア

人材や、テレワークでの県外ＩＴ人材も考えられるほか、高度人

材として海外ＩＴ人材の活用も検討すべきである。 

 

⑤ 中長期での人材育成 

さらに、中長期的な視野での人材育成も欠かせない。特に、学

び直しの場を支援することで、様々なＩＴスキルを継続的に習得

する人材の輩出が期待できる。また、県内では、ＩＴ系の教育機

関、特に大学でのＩＴ専門教育が不足していることに加えて、Ｉ

Ｔ系の教育機関を卒業した人材の県外流出が懸念されることか

ら、ＩＴ系の学部やコースの新設、県内企業への就職サポートも

必要であろう。さらには、民間側も、エンジニアとして育成する

ことを前提として、ＩＴが分からない人材を採用し教育するとい

う取組も検討すべきであろう。 
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(4) その他、検討すべき取組 

本会議での最後の論点として、沖縄における産業ＤＸの更なる加

速に向けて、その他の必要な取組に関し、３つの項目について検討

した。 

① データ利活用 

ＤＸを進めて行くと、必然的にデータ利活用に行き着くことが

想定される。 

県内企業にデータ活用プラットフォーム3の利用を促進するに

は、収集データの充実が必要であるが、民間のデータは、他社に

無料で提供するインセンティブが働かないため、まずは行政が保

有するデータを二次利用が可能な形式であるＣＳＶファイル4等に

て積極的にオープン化する必要がある。なかでも、需要の高い県

内の観光データ等のオープン化は必須であり、県内自治体が地域

に特化したデータの提供も検討できるのではないか。また、県の

補助事業についてはデータ提供とオープン化を義務づけること

で、県内でのデータ利活用が活発になることが期待される。 

さらに、沖縄をデータ活用の先進地とすることを目指し、デー

タ利活用コンテスト等を開催することで、沖縄を絡めたオープン

なデータ活用を活性化できるのではないか。 

なお、現状では、自社のデータですら活用できていない企業が

多く、データの活用や分析ができる人材育成も必要となる。 

② 行政ＤＸ 

二つ目の論点は、行政ＤＸの推進であり、行政自身のＤＸが進

むことが、産業ＤＸを後押しする強いインセンティブになる。行

政のＤＸが進めば、効率化を求める会社、感度の高い会社はそれ

                         
3 県が、県内産業のデータ利活用を促進するために整備した、オープンデータの分析等ができる基盤のこと。 
4 カンマで値を区切ったテキスト形式のファイルで、機械判読に適している。互換性が高く、多くのソフトウェ

アでの閲覧、編集が可能。 
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に合せて変化し、その他の企業も追随せざるを得ない。例えば、

行政側がＩＴシステムで発注をすることで受注する県内企業もＩ

Ｔ導入が進む、といった環境構築が効果的である。 

加えて、県庁が率先してリモートワーク等の働き方改革を実施

することにより、時間の有効活用やペーパーレス化等の効果を明

示することで、民間企業の模範となるような取組が必要である。 

③ 官民連携 

ＤＸの更なる加速のためには、企業がＤＸに主体的に取り組み

つつ、その取組を県がサポートする仕組みが重要であり、サポー

トにあたっては、県や各支援機関等が業界団体と連携しながら取

り組む必要がある。 
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４． 産業ＤＸの加速のための提言 

本会議では、前項で述べた各種の検討内容をとりまとめた上で、

産業ＤＸの加速のために必要な取組等について、次のとおり提言す

る。 

 

(1) 県内でのＤＸの理解向上 

①経営の危機意識を喚起するなど、経営者への啓発セミナーをはじ

め、社員も含めたＤＸの加速に向けたマインドセットに結び付け

るための啓発活動の拡充 

②自社のＤＸに会社全体で取り組むため、その設計図である計画書

を作成し、社員をリーダーとしたチームによってＤＸを牽引する

体制構築の促進 

 

(2) ＤＸへの着手支援 

①動画などを用いながら、産業、業種ごとの取組や、ＩＴに明るい

人材を中心とした企業内のＤＸ推進体制構築等を紹介する産業Ｄ

Ｘ事例集等の整備 

②ＤＸ推進に向けた経営課題の洗い出しも含めて、経営者のアドバ

イザーとなる伴走者（コンサル等）の育成と活用の促進 

③中小企業を中心とした、将来の本格的なＤＸにつながる基本的な

業務系サービス導入や SaaS 利用等、スモールスタートの支援 

 

(3) ＤＸを推進する人材の育成 

①企業内人材の確保として、経営者及び社員（ＤＸ企画・戦略担

当）を対象とした育成プログラムの強化促進とリスキリングプロ

グラムの構築・実施 

②外部サポート人材など即戦力の確保として、ＩＴ企業のみならず

金融機関や税理士及び業界団体等によるサポート体制の強化と、

海外人材やリタイアした技術者の活用促進 
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③全ての企業を対象としつつも、やる気のある企業に対する手厚い

サポートに繋がるような、インセンティブが享受できるＤＸ人材

認証制度の創設等 

 

(4) その他の必要な取組 

①あらゆる分野での積極的なデータ利活用に向けて、行政をはじめ

官民のデータをＣＳＶファイル等の二次利用が可能な形式でのオ

ープン化を強力に促進する取組の検討 

②県の補助事業で取得したデータについては、県へデータを提供さ

せるなど、可能な限りオープンデータ化の実施 

③沖縄をデータ活用の先進地とするため、データ利活用コンテスト

等の開催 

④行政手続きのデジタル化など行政ＤＸの推進により、企業のＤＸ

を誘発する環境の構築 

⑤各産業のＤＸを推進する役割を担う経済団体や各産業団体等が、

所属会員等のＤＸをサポートする推進体制の構築等を促進すると

ともに、県の各担当部局と支援機関を含めた連携の強化 
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５． おわりに 

本提言で提案した沖縄県における産業ＤＸの加速のために必要な

取組は、県内全企業を対象に様々な施策を総合的かつ積極的に実施

することが重要であり、それによって、沖縄の社会全体でＤＸに対

する関心を一層高める必要がある。また、県内全ての業界・産業団

体は、各産業におけるＤＸ推進を牽引する役割を担う立場であるこ

との再認識と努力が必要である。 

産業ＤＸの加速に向けて、本提言を含む様々な取組が実行される

ことで、単なるＩＴ化にとどまらず、企業における新サービス・新

商品がリリースされ、ネットワーク型の新規事業・新ビジネス創出

につながるとともに、環境や市場変化への対応をしながら、将来的

なデータプラットフォームの形成など、ビジネスモデルの変革がも

たらされるだろう。こうした変革は、県内企業の稼ぐ力を向上さ

せ、県経済に大きな恩恵をもたらすものと期待できる。 

加えて、産業ＤＸの加速後のさらなる未来においては、県内の各

産業に産業横断的な変革がもたらされてゆくであろう。一例を挙げ

れば、沖縄の主力産業である観光業において、沖縄は仮想とリアル

のハイブリッドな観光プラットフォームを中核に、多くの産業が連

携してプラットフォームを下支えする AIや ICT の仕組みが普及し、

大規模なオープンデータの仕組みが活かされ、来訪者のより良い観

光行動が可能になるだろう。さらには、製造業、農業、文化スポー

ツ、健康医療、小売、飲食業など、県内の全ての産業に変革の波が

訪れる。そして人々のより良い生活行動や、ウェルビーイングに導

くことができるであろう。 

こうした未来に向けた第一歩を踏み出すために、本提言をとりま

とめた。県は、本提言を実行に移し、企業のＤＸを推進するだけで

なく、民間の模範となるべく自らのＤＸにも取り組んでもらいた

い。 

なお、本提言として具体的に取りまとめた内容を基本としつつ

も、本会議において議論され、または提案されたその他の意見等に

ついても、今後の施策や取組を検討する際の参考になれば幸いであ

る。 
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会 議 等 

（ 場 所 ） 
審 議 内 容 

令和４年８月 29 日 第１回会議 

(県庁６階第１特別会議室) 

・県内産業におけるＤＸの実態 

・ＤＸに向けた課題認識と想定される

論点等 

令和４年 10 月３日 第２回会議 

(県庁６階第１特別会議室) 

・課題についての意見交換 
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・課題④：産業ＤＸの更なる加速に向

けて 

・提言書案の構成について 

令和５年１月 30 日 第４回会議 

(県庁６階第１特別会議室) 

・これまでの議論を基に作成した提言

書案の内容に関する意見交換 
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